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大学における一般情報教育の動向

1. はじめに

大学における一般教育が改変されたきっかけは、

大学設置基準の大綱化であった。これによって、教

養学部が改組されたり、大学の一般教育は共通教育

に代わった。一方、この頃から、共通教育の枠組み

の中で、情報処理教育が実施されるようになった。

これに合わせて、情報処理学会では、情報処理教

育のあり方に関する調査研究活動を始めた。おりし

も、米国では大学でのコンピュータサイエンス教育

がブームになりつつあり、そのための標準カリキュ

ラム (ACMカリキュラム'68/'78/'88/'91,CC2005) 

が策定された。それらを参照しつつ、我が国独自の

情報処理教育に関するカリキュラムや知識体系の策

定 (J90/J97/J07) を進めてきている。

その中で筆者は、 2000年から、情報処理学会一般

情報（処理）教育委員会に所属し、大学等における一

般情報（処理）教育に関するさまざまな調査研究活動

を行ってきた。本稿では、これらの諸活動から得た

一般情報教育に関するさまざまな話題について報告

する 1)-4)0

2. 大学設置基準の大綱化

1991年に、大学審議会が出した 「大学教育の改善

について」という答申を受けて、大学設置基準が改

正された。その中で、 一般教育と 専門教育の区分と

一般教育の科目区分（一般：人文 ・社会 ・自然，外

国語，保健体育）が廃止されるに至った。これによ

って、各大学では、 学部教育を自由に編成すること

ができるようになった代わりに、自己点検 ・自己評

価が求め られることになった 5¥
これに伴い、 一般教育課程あるいは教養学部の改

組や解体が行われた結果、 専門教育だけを重視した

学部教育の再編が進められ、 一般教育が軽視される

という風潮が生まれた。また、 一般教育という 言葉

は、共通教育とか教養教育と置き換えられるように

なった。

このため、 1998年に、大学審議会は 「21世紀の大

河村 一樹償団咀翡良大学 商学部）

学像と今後の改革方策について」という答申の中で、

一般教育の軽視を問題点として指摘するとともに、

共通育と 専門教育の有機的な連携を推進するよう進

言 した。それに合わせて、 学部の専門教育教員が共

通教育を受け持ったり、共通教育の教員が専門教育

を持つことで相互乗り入れが実現した。また、この

頃から、共通教育において、情報教育が必須化され

たり、実用性に重点を置いた外国語教育が実施され

るようになった。

3. 情報処理学会の活動

大学での情報教育は、米国での専門教育から始ま

ったといえる。当初は、 ACMおよび IEEE-CSによ

り、コンピュータサイエンス寄りのカリキュラムが

策定された。その後、ハードウェア分野から情報シ

ステムなどの応用分野まで網羅する形で、 5つの専

門領域 (CE・CS・SE・IS・IT)のカリキュラムが策

定された。

これに追従する形で、我が国では、情報処理学会

が中心となって、大学の情報教育に関する独自のカ

リキュラムが策定されるようになった。1991年には、

ACMカリキュラム'78のコア科目に 10年間の学問

の進歩を加味した暫定モデルカリキュラム J90が公

開された 6)。その後、 CSカリキュラム J97として改

訂された 7)。また、米国の CC2005が公開されたこ

とに合わせて、新たにカリキュラム標準 J07を公開

することに至った 8)0 

上述した内容は、情報の専門教育だけのように見

えるが、この中にも一般情報（処理）教育1に関する

事項が含まれている。具体的には、大学等における

情報処理教育検討委員会では、CSワーキンググルー

プ (WG)とISWGだけでなく、 一般 WG(大岩元

主査）も組織されていたことである。委員会の主な

活動はCSWGであったが、最終報告書の「第8章 今

後の課題」において、 一般情報処理教育カリキュラ

ムの策定についても言及した。

1 一般「青報処理教育から一般清報教育への移行を意味
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このこともあって、 1991年には一般情報処理教育

の実態に関する調査研究委員会が発足し、 1992年か

らは大学等における一般情報処理教育のあり方に関

する調査研究委員会（大岩元委員長）になった。2001

年には、情報処理教育委員会の下部組織として、 一

般情報処理教育委員会（川合慧委員長）が常置され

るに至った。また、 2007年からは著者が委員長に就

任し、現在まで委員会活動を続けている。なお、 2008

年に、委員会名称を「一般情報教育」に変更した。

これは、コンピュータの使い勝手が多様化するとと

もに、プログラミングすることなくさまざまな利用

ができるようになったことから、あえて 「処理」と

いう 言葉をはずそうという目論見による。以上の関

係（委員長名を分類として）を、 図 1にまとめる。

1991年

2001年

2007年

●大学等における一般情報処理教育のあり方に
関する調査研究委員会発足

●コンピュータサイエンスベースの一般情報処理
教育のカリキュラムを策定

●一般情報処理教育委員会として常設

●大学・短大・高専における一般情報処理教育の
実態謁査を全国規模で実施
●標準教科書を発刊

●カリキュラムJ07プロジェクトに参加し,GEBOK(-

般情報教育の知謙体系）

●科研費を取得．大学における一般情報教育の実
態詞査を全国規模で実施

※ 2008年に，一般情報教育委貝会に改称

図 1. 一般情報（処理）教育委員会の変遷

3. 1 大岩委員会の活動

大岩委員会では、 1992年と 1993年に、それぞれ

調査研究報告書を発刊した 9)10)。その中で、 一般情

報処理教育の教育理念、カリキュラム、教育環境に

ついて言及した。

教育理念については、将来、社会のリーダーシッ

プをとるべき大学生に、コンピュータならびに情報

という概念を理解させ、それを自在に活用する能力

を身につけさせることをあげている。

カリキュラムについては、コンピュータリテラシ

ー教育（単なる操作ではなく、情報活用の本質を把

握できること）、「プログラミング」教育（かぎ括弧

の意味は、プログラミング言語の構文の理解だけで

はなく、コンピュータサイエンスの基本的な概念を

身につけること）、教養・概念教育（頻出概念の理解）

をあげている。

教育環境については、教育用コンピュータシステ

ムの要件として、効果的な示範授業ができること、

「授業」だけでなく「自学自習」が可能であること、

適正規模の集合教育に対応できること、ソフトウェ

ア購入のための予算を計上すること、システムの適

切なグレードアップを図ることなどをあげている。

報告の中で特徴的なことは、 一般情報処理教育の

母体としてコンピュータサイエンスを位置づけると

ともに、ACM/IEEE-CSによるコンピュータカリキュ

ラム'91で提示された頻出概念 (recurringconcept) 

を一般情報処理教育にどのように取り込むかについ

て具体例を挙げながら説明していることである。ま

た、教育方法としては、教養主義的教育、あるいは、

技能教育のどちらかに偏るのではなく、教養（概念）

と技能（演習）をらせん状に繰り返しながら向上さ

せていくという提言を行っている。もう 一つ見落と

してならないことは、 一般教育という立場にあると

全学規模での体制が要求されることから、人的資源

の問題についても言及している。具体的には、教員

の資質として、コンピュータサイエンスのコアカリ

キュラムに習熟している必要があること、そうでな

い場合は再教育を行う講習会の開催を求めること、

「20人のクラス編成」を想定した教員と TAの配置

を求めたことである。

以上を総括すると、それまでの大学独自の場当た

り的な一般情報処理教育のあり方について警告を発

するとともに、どのような視点から一般情報処理教

育を実践すればよいかについての助言を与えるきっ

かけとなったといえる。その際に、コンピュータサ

イエンスという 学問分野を、教育の基盤に位置づけ

たことも評価できる。一般情報処理教育といえども、

単にコンピュータを操作するだけのハウツー的な教
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育に終始することなく、コンピュータサイエンスと

いう 学問領域を基盤にした教養教育を展開すること

を指摘したといえる。

3. 2 川合委員会の活動

川合委員会では、 2000年と 2001年に、それぞれ

調査研究報告書を発刊した 11)12)。ここでは、 全国規

模での一般情報処理教育の実態調査、 一般情報処理

教育カリキュラムの策定と教育環境の提言を行った。

実態調査については、 全国の大学 ・短大・高専に

対して、 一般情報処理教育の教育体制と教育内容に

ついて調査した。教育体制の調査では、教育にかか

わる教員数、教育の責任を負っている組織、必修選

択の区分、単位数、 学習に使用する端末の管理組織

などの回答を得た。教育内容の調査では、情報機器

の活用、情報科学 ・情報工学 ・情報社会と情報産業

という大きな括りのもとで 145項目に渡り教育して

いる内容の回答を得た。

調査結果の回収率は、大学が 60%、短大が 42%、

高専が 63%となり、幾分短大が低い結果となった。

構成員の比率は、学生 10に対して教員 lが平均的な

ところとなった。担当教員については、他分野（一

般情報処理教育分野を専門とせず）が圧倒的に多く、

さらに短大では他分野でかつ非常勤講師が多いこと

が明らかになった。また、 一般情報処理教育の授業

の責任を負っている組織は、ほとんどが 「特定が困

難」であった。これより、 一般情報処理教育そのも

のを専門分野とみなさず、片手間として扱うだけで

なく、全学的な一般情報処理教育の責任体制も不明

確のままという実情が明らかになった。

一般情報処理教育の科目については、必須よりも

選択として開講しているとともに、 2単位が圧倒的

に多かった。その科目名では、コンピュータの操作

演習を主としたネーミング（たとえば、コンピュー

夕基礎、コンピュータ実習、コンピュータ操作演習、

パソコン演習など）が目立った。

教えている項目を頻度の高い順にあげると、ソフ

トウェアの操作、文書作成、ネットワークアプリケ

ーション、オペレーティングシステム、ハードウェ

アの操作、日本語入力、キーボード、 W W Wブラウ

ザ、ワードプロセッサ、ウインドウ、ファイルシス

テム（頻度率 50%以上）となり、ここでも 「操作」

に関するものが上位を占めた。また、 52.7%の科目

で「ワードプロセッサ」を教えている項目にあげて

いる一方で、 「ワードプロセッサ」を教えていない科

目では「プログラム」の頻度が高かった。これより、

多くの大学では、 一般情報処理教育として、ワープ

ロを中心としたコンピュータリテラシー習得のため

の演習・実習科目を開講していることが明らかにな

った。

以上に対して、委員会では、これまでのようなコ

ンピュータ操作だけに傾倒したリテラシー習得のた

めの一般情報処理教育はほとんど必要なくなる一方

で、 専門教育の中で生かされるべきリテラシー教育

や、認知的な活動のレパートリーを変化させること

で新しい問題解決方略を身につけるような一般情報

処理教育が求められるとした。また、 2006年以降の

一般情報処理教育の中心的な存在に、 「教養としての

情報教育」をあげた。そこでの教育目標は、 「情報、

とりわけ電子的媒体を用いた情報およびその処理に

関する批判的思考の能力を育成すること 」をあげた。

さらには、考える訓練、知的な創造のための実習と

しての情報教育の必要性を提言 した。

以上の一般情報処理教育に関する実態調査の結果

を踏また上で、また、前回の一般情報処理教育カリ

キュラムの策定からほぼ 10年が経過したこともあ

り、新しいカリキュラムを策定することになった。

策定にあたっては、 一般情報処理教育の基盤的な

要素として 「コンピュータサイエンス」と 「実用性」

を位置づけた。その理由については、報告書の中で、

次のように述べている。

『モデル化とアルゴリズムを中心対象として発展

してきたコンピュータサイエンスは、それ自身が専

門的な学問領域であると同時に、その基盤的な考え

方や手法の素養はリベラルアーツとして扱うのに充

分な内容を有している。（中略）これら全般に渡って
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議論に強い影響を与えているのが実用性であり、コ

ンピュータの処理能力の高さとその進歩の速さとが、

実用性を通じて適用対象やその集合に進展や変質を

もたらす。』

この考え方に基づき、 一般情報処理教育のカリキュ

ラム策定を行った。その結果、中核的科目と補完的

科目から構成するとした。

中核的科目については、モデル化とアルゴリズム

およびそのシステム化を中心対象として発展してき

たコンピュータサイエンスに関わる部分と、この部

分とは実用性という接点を保ちながら発展してきた

あるいは発展していくだろうコミュニケーションと

社会に関わる部分と設定した。これに合わせて、 「情

報とコンピューティング」「情報とコミュニケーショ

ン」の2科目（いずれも半期、 2単位）と した。

補完的科目については、教養としての 「情報」の

教育の中核的部分を完全に網羅するのは難しいのが

現実である。この問題に対処するために、中核的部

分をさらに膨らませるのではなく、そこに含まれる

個別の内容を一般教育の範囲内でさらに詳しく取り

扱うための科目群を設置した。ただし、これらは、

専門教育あるいは専門基礎教育としてではなく、あ

くまでも教養の範囲内で扱うものとする。以上を前

提に、 「プログラミング基礎」「情報システム基礎」

「システム作成の基礎」「情報倫理」「コンピュータ

リテラシー」の各科目とした。

この中の「コンピュータリテラシー」については、

現在の情報教育環境が充分でない機関において当面

止む無く実施するコンピュータの基礎実習的な科目

とした。ただし、このようなコンピュータの操作に

重点を置いた実習科目をもって 「一般情報処理教育」

に代替するものではなく、ここ数年間だけに実施す

るものとする。将来は、各大学において 「コンピュ

ータリテラシー」に相当する内容は、新入生が十分

な知識や技能を持ってない場合でも、自学自習、講

習で補完し、そのための設備や環境を整備しておく

ことが望まれることとした。

また、策定したカリキュラムを提示するだけでは

具体的な教育内容まで踏み込めないことが多いので、

委員会として推奨する教科書を、委員会メンバーで

共同執筆 した。その結果、オーム社の 「ITText一般

教育シリーズ」として、中核的科目で 2冊を 13)14)、

補完的科目で 2冊を 15)16)、それぞれ発刊した。

以上を総括すると、本報告書では、いずれ生じる

であろう 2006年問題（高等学校教科情報と 一般情報

処理教育の重複、多様な情報活用能力を有する学生

への対処）をも考慮した 2000年度以降における一般

情報処理教育のカリキュラムを、より具体的にかつ

系統的に提示したものとなった。それとともに、そ

れまで多くの大学では一般情報処理教育として 1科

目2単位分程度の科目開講をしていた現状に対して、

2科目 4単位に増やすことで教育内容をより充実す

べきであること、操作教育ではなく教養教育を前提

にすること、などを提言したといえる。

3. 3 河村委員会の活動

河村委員会では、 GEBOKの策定、および、科研

費取得による GEM(General Education Model) の構

築といった活動を進めてきた。

3でも取り上げたように、カリキュラム標準 J97

は、当初、情報系専門学科のカリキュラムを中心に

策定作業が進められた。CE・CS・SE・IS・ITの 5

領域について、各領域で教育対象となる知識項目を

整理して分類した知識体系 (Bodyof Knowledge ; 

BOK)を定め、その中で最低限教育すべき項目群を

コアとして指定した。その結果、領域毎のコア学習

における時間数は、 CE:309時間、 cs: 255時間、

SE: 360時間、 IS:別方式で算出、 IT:282時間とな

った。これらをまとめて、中間報告を発表した 17)。

これより、この報告書には、 一般情報教育（あえ

て 「処理」という 言葉を除外）に関する内容は包含

されていなかったわけである。 しかし、大学での情

報専門学科の占める割合は多くなく、圧倒的に多い

のは文科系学科であり、そこでの一般情報教育を無

視するわけにはいかない状況でもある。そこで、2007

年後半から、 J07プロジェクト連絡委員会に、 一般
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情報教育一略称は GE(General Education)ーとして

参画することになった。すでに、 5領域については

それぞれに BOKを策定済みだったことから、 一般

情報教育委員会としても GEBOKの策定を行った。

その結果を網羅する形で、最終報告書を発表した 18)。

GEBOKでは、コンピュータのハードウェア・ソ

フトウェアから情報システムまで、および、それぞ

れの基礎理論から応用技術まで、それらの中からト

ピックスをバランスよく抽出して体系づけることに

した。それらを、 8つの部分領域に集約し、エリア

と名付けた。エリアについては、

GE-GUI 科目ガイダンス[l]

GE-ICO 情報とコミュニケーション[3]

GE-DIG 情報のディジタル化[4]

GE-CEO コンピューティングの要素と構成[4]

GE-ALP アルゴリズムとプログラミング[7]

GE-DMO データモデリングと操作[5]

GE-INW 情報ネットワーク [7]

GE-INS 情報システム[6]

GE-ISS 情報倫理とセキュリテイ [7]

GE-CLI コンピュータリテラシー補講

の 10個から構成されるとした。かぎ括弧内の数字は、

コア時間数である。

この中の 「科目ガイダンス」については、必修扱

いとしている。ここでは、科目の概要を紹介するだ

けでなく、 学内のコンピュータおよびネットワーク

環境の利用方法や情報倫理規定についても扱うこと

としている。また、 「コンピュータリテラシー補講」

については、コア時間数がないことより、必修では

なく選択扱いとしている。これは、初中等での情報

教育の実施に合わせて大学でのコンピュータリテラ

シー教育の必要性がなくなる時代に入っていること、

高校までに習得すべき情報に関する知識と技能が一

定レベル以下の学生に対してのリメディアル教育

（入学前補講）を想定していることからである。

全エリアのコア時間数を合計すると、 44時間（講

義だけでなく演習を含む）となる。これを、大学で

の授業時間数に変換すると、ほぼ通年 1コマ (90分

X 15コマ X2期--;-60分=45時間）に相当する。これ

より、 一般情報教育の科目としては、通年で 1コマ

か、前期だけで 2コマか、後期だけで 2コマのいず

れかで開講することを想定している。

次に、科研費による調査研究活動についてである。

もともとは、前回の全国規模での一般情報処理教育

の実態調査から 10年以上が経過したことで、現状の

一般情報教育の実態調査を行いたいということが発

端であった。また、国内だけでなく、海外の大学等

での一般情報教育を視察すること、国内外の一般情

報教育の実態を把握した上で一般情報教育モデル

(GEM)を構築し公開することを目的とした。その

結果、平成 25年度の基礎研究(C)25350210「大学に

おける一般情報教育モデルの構築に関する研究」と

して採択された。採択期間は 3年間である。

研究目的については、次のように記載した。

『本研究の目的は、 2016年度以降の大学における一

般情報教育モデル（以降、 GEMと略す）の構築を目

指すことにある。GEMは、 単に一般情報教育に関す

る教育内容（シラバス、知識体系）だけでなく、カ

リキュラムポリシーとしての教授法 ・教材・評価法

を含む点に特徴がある。1)全国規模での大学におけ

る一般情報教育の実態調査を行い、その現状を把握

する、 2)諸外国における一般情報教育の教育水準に

ついて調査する。また、アドミッションポリシーと

しての高等学校の情報教育の成果、および、ディプ

ロマポリシーとしての産業界の卒業生に求める情報

技術力について調査を行う。本研究では、これから

の大学における一般情報教育の推進を支援すべく、

大学 ・産業界・国際社会のニーズ・シーズを勘案し

た推進施策の策定を試みる。』

また、上述の GEMは、 図 2のような構成となる。

国内調査については、情報処理学会および大学

ICT推進協議会 (AXIES)の協力のもと、平成 25年

12月から平成 26年 1月まで、 学士課程を持つ大学

を対象に実施した。アンケートは、放送大学の ICT

活用・遠隔教育センターが開発した 「リアルタイム

評価支援システム (REAS)」とExcelファイルの両
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方を用いた。その結果、 全国の対象大学の 3割余り る予定である。

（在学学生数約 45%) から回答を得た。調査の詳細 今後の活動計画としては、高大接続における大学

については、情報処理学会の月刊誌 「情報処理」に 一般情報教育のあり方があげられる。現在、 学習指

掲載される 19)20)とともに、情報処理学会の Webサイ 導要領の改訂が進められており 、高校では 2022年度

トでも閲覧できる 21)22)。 以降に全面実施される。それにともない、 2025年度

さら
大学における一般情報教育のモデル

図2. GEMの構成

海外調査については、 2013年度は中国の綿陽市龍

門学校と綿陽教育大学（原語名：綿陽師範学院）を、

2014年度はベトナム国家大学ハノイ校を、それぞれ

視察した。このうちの中国での視察については、報

告書を発表した 23)。

GEMについては、現在、策定作業を進めている最

中であるが、カリキュラムポリシーとしての教育内

容については、講義科目（情報と情報技術に関する

知識体系）と演習科目（アカデミックな ICTに関す

るより高度なスキル）から構成するとしている。ま

た、それぞれの科目に関する評価法としてルーブリ

ックを取り上げている。これらに基づく教授法や副

教材についても今後具体化する予定である。

4. おわりに

以上、大学の一般情報（処理）教育について、情

報処理学会での調査研究活動を主に述べてきた。現

在、取得している科研費は今年度で終了するので、

その調査研究成果を、情報処理学会第 78回全国大会

（慶應義塾大学 矢上キャンパス）と AXIESの2015

年度年次大会（愛知県産業労働センター）で発表す

から新課程で学んだ学生が入学してくる ことになる。

その中で、最も影響が大きいのは一般情報教育であ

る。以前の改訂でも騒がれた 「2006年問題」が、今

度は 「2025年問題」として再浮上してくることも考

えられる。

また、大学一般情報教育から見た高校の情報教育

で習得すべき知識 ・技能体系の構築も必要となるで

あろう。GEBOKの策定はカリキュラムポリシーを

前提にしているが、アドミッションポリシーを踏ま

えた上で高校での情報教育に対して大学一般情報教

育の担当側からの要求仕様を提供するという試みで

ある。それに合わせて、プレテストの開発、さらに

は、高校生向けリメディアル教育に関するガイドラ

インの提供などが考えられる。

なお、 一般情報教育委員会では、大学一般情報教

育に関する調査研究内容を、 専用の Webサイ戸で

公開している。関心のある方々に閲覧して頂ければ

幸いである。
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